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I. はじめに 

2026 年 1 ⽉ 22 ⽇、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」という。）は、サステ
ナビリティ開⽰実務対応基準公開草案第 1 号「温対法における SHK 制度の定める⽅法によ
り測定し報告する温室効果ガス排出を⽤いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開
⽰（案）」（以下「本公開草案」という。）を公表した1。 

本公開草案がサステナビリティ開⽰実務対応基準として確定した場合、当該基準はサス
テナビリティ開⽰基準（以下「SSBJ 基準」という。）を構成することになる。また、⾦融
商品取引法においては、⾦融庁⻑官の告⽰指定を経てサステナビリティ情報の作成及び開
⽰に関する基準を構成することになることが予想される。 

SSBJ は、本公開草案について 2026 年 3 ⽉ 25 ⽇までコメントを募集している。 

本稿では、本公開草案の概要を紹介する。なお、⽂中の意⾒にわたる部分は筆者の私⾒
であり、SSBJ の公式⾒解ではないことをあらかじめ申し添える。 

 

II. 本公開草案の公表とその経緯 

2025 年 3 ⽉に、SSBJ は、我が国最初のサステナビリティ開⽰基準となる、次の基準を
公表した。 

 サステナビリティ開⽰ユニバーサル基準「サステナビリティ開⽰基準の適⽤」 

 サステナビリティ開⽰テーマ別基準第 1 号「⼀般開⽰基準」 

 
1 公開草案の全⽂については、SSBJ のウェブサイト（https://www.ssb-
j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2026_practical/2026-0122.html）を参照のこと。 

◇公表基準等の解説◇

サステナビリティ開⽰実務対応基準の公開草案 
「温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定
し報告する温室効果ガス排出を⽤いて『気候基準』の
定めに従う場合の測定及び開⽰（案）」の概要 
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 サステナビリティ開⽰テーマ別基準第 2 号「気候関連開⽰基準」（以下「『気候基
準』」という。） 

SSBJ 基準は、その公表⽇である 2025 年 3 ⽉５⽇以後に終了する年次報告期間に係るサ
ステナビリティ関連財務開⽰から任意で適⽤することができる。 

⾦融庁より 2025 年 11 ⽉ 26 ⽇に公表された「企業内容等の開⽰に関する内閣府令の⼀部
を改正する内閣府令」（案）等において、プライム市場上場企業を対象に、時価総額の⼤
きな企業から順次、SSBJ 基準に準拠した有価証券報告書を作成することが提案されており、
任意で SSBJ 基準に従った開⽰を⾏う企業を含め、現在 SSBJ 基準の適⽤に向けた準備が進
められている。 

また、SSBJ は、2025 年 12 ⽉に「温室効果ガス排出の開⽰に関する改正案」として 3 つ
の公開草案（以下「気候基準改正案」という。）を公表しており、2026 年 3 ⽉末までに改
正が確定するように検討を⾏っている。気候基準改正案は、ISSB により 2025 年 12 ⽉に公
表された「温室効果ガス排出に対する修正―IFRS S2 号の修正」等に対応する SSBJ 基準の
改正を提案するものである。 

なお、本公開草案では、気候基準改正案において提案している内容を反映しており、気
候基準改正案が基準として確定した場合には、確定した内容を反映することを予定してい
る。 

本公開草案に関連する関連する「気候基準」の定め 

「気候基準」は、当報告期間中に⽣成した温室効果ガス排出の絶対総量について、スコ
ープ 1 温室効果ガス排出、スコープ 2 温室効果ガス排出及びスコープ 3 温室効果ガス排出
に区分して開⽰しなければならないとしている（「気候基準」第 47 項）。 

また、「気候基準」は、温室効果ガス排出について、「温室効果ガスプロトコルの企業
算定及び報告基準（2004 年）」（以下「『GHG プロトコル（2004 年）』」という。）に
従って測定しなければならないとしている（「気候基準」第 49 項本⽂）。 

ただし、法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで
異なる⽅法を⽤いることを要求している場合、当該⽅法を⽤いることができるとしており
（「気候基準」第 49 項ただし書き」）、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10
年法律第 117 号）（以下「温対法」という。）における「温室効果ガス排出量の算定・報
告・公表制度」（以下「SHK 制度」という。）に基づき温室効果ガス排出を報告する場合
がこれに該当すると考えられるとしている（「気候基準」BC125 項）。 

スコープ 2 温室効果ガス排出については、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果
ガス排出量を開⽰しなければならないとするとともに（「気候基準」第 53 項）、主要な利
⽤者の理解に情報をもたらすために必要な契約証書に関する情報がある場合には、当該契
約証書に関する情報を提供しなければならないとしている（「気候基準」第 54 項本⽂）。 
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ただし、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出量を開⽰することにより当
該契約証書に関する情報の提供に代えることができるとしている（「気候基準」第 54 項た
だし書き）。これは、マーケット基準により測定した数値には、企業の温室効果ガス排出
削減の努⼒が反映されており、ロケーション基準により測定した数値とあわせて開⽰する
ことが主要な利⽤者にとって有⽤であると考えられたためである（「気候基準」BC143 項）
（[図表 1]）。 

温室効果ガス排出の測定（第 54 項ただし書きに従いマーケット基準によるスコープ 2 温
室効果ガス排出量を開⽰することを選択できる場合を含む。）に関して、⾒積りにより温
室効果ガス排出を測定した場合、温室効果ガス排出を測定するために使⽤した活動量及び
排出係数に関する情報並びに測定にあたって報告企業が置いた仮定を開⽰しなければなら
ないとしている（「気候基準」第 63 項(1)②）。⾒積りの場合、温室効果ガス排出量は、
次のとおり算定することが多いと考えられる（「気候基準」BC170 項(2)）。 

 

 

 
[図表 1] 関連する気候基準 

 

 
温対法における SHK 制度 

温対法における SHK 制度においては、⼀定以上の温室効果ガスを排出する事業者に、次の
温室効果ガス排出量の報告を求めている。 

 基礎排出量 
温対法第 26 条第 3 項において規定される「温室効果ガス算定排出量」をいう。基礎

温室効果ガス排出の測定⽅法

GHGプロトコル 温対法におけるSHK制度

気候基準49項本⽂ 気候基準49項ただし書き

気候基準47項、53項及び54項本⽂ 気候基準47項、53項及び54項ただし書き

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
契約証書

スコープ3

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
マーケット基準

スコープ3

温室効果ガス排出の開⽰

（算定式） 
温室効果ガス排出量 = 活動量 × 排出係数 × 地球温暖化係数 

                     （CO2 の場合は 1） 
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排出量については、直接排出と間接排出の内訳の報告を求めている。直接排出及び
間接排出については、それぞれ直接排出がスコープ 1 温室効果ガス排出に、間接排
出がマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出に相当するものと考えられ
ている。 

 調整後排出量 
「温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令」（平成 18 年内閣府・総務省・
法務省・外務省・財務省・⽂部科学省・厚⽣労働省・農林⽔産省・経済産業省・国
⼟交通省・環境省令第 2 号）第 1 条第 4 号において規定される「調整後温室効果ガ
ス排出量」をいう。 

寄せられた意⾒ 

SSBJ 基準の適⽤を準備している我が国の関係者より、温対法における SHK 制度の定め
る⽅法により測定し報告する温室効果ガス排出を⽤いて「気候基準」の定めに従う場合の
測定及び開⽰について、次の点について解釈が分かれているとの情報が SSBJ に寄せられた
（[図表 2]）。 

 温室効果ガス排出の測定及び開⽰にあたり、基礎排出量と調整後排出量のいずれを
基礎とするのか。 

 温対法における SHK 制度に基づく間接排出に係る活動量に、環境⼤⾂及び経済産業
⼤⾂が公表する平均的な排出係数を乗じる⽅法により測定したロケーション基準に
よるスコープ 2 温室効果ガス排出に相当するものは、「気候基準」第 49 項ただし書
きに定める「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる⽅法を⽤いることを要求し
ている場合に該当するか。 

 温対法における SHK 制度に基づく間接排出について、「気候基準」第 54 項ただし
書きに従い、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出として開⽰する場
合、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出についても、同じ活動量
を⽤いて測定し開⽰する必要はあるか。 

解釈が分かれていることにより、企業の実務における対応に多様性が⽣じ、「気候基準」
の趣旨や企業間の⽐較可能性が損なわれる可能性があるとの懸念や、温対法における SHK
制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス排出を⽤いて「気候基準」の定めに
従った測定及び開⽰を⾏うことができないとの解釈があり、その解釈によった場合には企
業において実務負担が⽣じる可能性があるとの意⾒が寄せられた。 

なお、解釈が分かれている点についての問題の所在として、以下が考えられる。 

 「気候基準」は、温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定し報告する温室
効果ガス排出を⽤いる場合において、温室効果ガス排出の測定及び開⽰にあたり、
基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として⽤いるのかを明らかにしていない。 
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 温対法における SHK 制度では、マーケット基準による温室効果ガス排出に相当する
報告は要求されているものの、ロケーション基準による温室効果ガス排出に相当す
る報告は要求されていない。 

[図表 2] 寄せられた意⾒ 

 

 
実務上の対応の多様性 

このように、温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス
排出を⽤いて測定する場合において、解釈が分かれていることにより、次の 3 つの⾒解が
⽣じている。なお、本公開草案では、⾒解２の内容を提案している（[図表 3]）。 

 ⾒解 1：マーケット基準の温室効果ガス排出は、温対法における SHK 制度に基づく
温室効果ガス排出として開⽰する。ロケーション基準の温室効果ガス排出は、温対
法における SHK 制度において報告が求められていないため、GHG プロトコルによ
り測定したものとして温室効果ガス排出として開⽰する。 

 ⾒解 2：マーケット基準の温室効果ガス排出は、温対法における SHK 制度に基づく
温室効果ガス排出として開⽰する。ロケーション基準の温室効果ガス排出は、温対
法における SHK 制度に基づき測定する活動量に平均的な排出係数を乗じて測定
し、これを温対法における SHK 制度に基づく温室効果ガス排出として開⽰する。 

 ⾒解 3：ロケーション基準の温室効果ガス排出は、温対法における SHK 制度におい
て報告が求められていないため、GHG プロトコルにより測定したものとして温室
効果ガス排出として開⽰する。マーケット基準の温室効果ガス排出はロケーション
基準の温室効果ガス排出とあわせて開⽰することが求められているため、マーケッ

GHGプロトコル 温対法におけるSHK制度

基礎排出量

調整後排出量

直接排出

間接排出

気候49項本⽂ 気候49項ただし書き

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
契約証書

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
マーケット基準

気候47項、53項
及び54項本⽂

気候47項、53項
及び54項ただし書き

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
マーケット基準

基礎排出量のうち直接排出︖

報告が要求されていないため
どのように取り扱うか︖

基礎排出量のうち間接排出︖

＜報告要求事項＞

解釈が分かれている点

温室効果ガス排出の測定⽅法

スコープ３スコープ３ ※温対法におけるSHK制度によった場合でも、スコープ３はGHGプロトコル
に従って測定し開⽰することが求められる
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ト基準の温室効果ガス排出も、GHG プロトコルにより測定したものとして開⽰す
る。 

[図表 3] 実務上の対応の多様性 

 

 

III. 本公開草案の概要 

(1) 本公開草案の適⽤範囲 

本公開草案は、温対法における SHK 制度の対象となっている企業が、「気候基準」第 49
項ただし書きに従って、企業の全部⼜は⼀部について、温対法における SHK 制度の定める
⽅法により測定し報告する温室効果ガス排出を⽤いて「気候基準」の定めに従った開⽰を
⾏う場合に適⽤することを提案している。これには、温対法における SHK 制度の算定期間
とサステナビリティ関連財務開⽰の報告期間が異なるために、サステナビリティ関連財務
開⽰の報告期間に合わせるように調整して⽤いる場合を含むことを提案している(本公開草
案第 2 項) （[図表 4]）。 

 

 

「GHGプロトコル（2004年）」
とは異なる⽅法により測定した

温室効果ガス排出量
合計

温対法におけるSHK制度に
基づく温室効果ガス排出量

ロケーション基準 XXX ー XXX

マーケット基準 XXX XXX XXX

「GHGプロトコル（2004年）」
とは異なる⽅法により測定した

温室効果ガス排出量
合計

温対法におけるSHK制度に
基づく温室効果ガス排出量

ロケーション基準 XXX XXX XXX

マーケット基準 XXX XXX XXX

「GHGプロトコル（2004年）」
とは異なる⽅法により測定した

温室効果ガス排出量
合計

温対法におけるSHK制度に
基づく温室効果ガス排出量

ロケーション基準 XXX ー XXX

マーケット基準 XXX ー XXX

当連結会計年度

「GHGプロトコル（2004年）」
により測定した

温室効果ガス排出量

スコープ2温室効果ガス排出

スコープ2温室効果ガス排出

当連結会計年度

「GHGプロトコル（2004年）」
により測定した

温室効果ガス排出量

当連結会計年度

「GHGプロトコル（2004年）」
により測定した

温室効果ガス排出量

スコープ2温室効果ガス排出

⾒解１

⾒解2

⾒解3

●○
○

○

○
○

○

●

●

●
●

●

〇︓GHGプロトコル（2004年）により測定 ●︓温対法におけるSHK制度により測定

本公開草案の提案

① ②
③ ④

①+②
③+④

①+②
③ ④
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[図表 4] 期間調整のイメージ（3 ⽉末が年次報告期間末の場合） 

 
 

 温対法における SHK 制度の対象となっている企業が、「気候基準」第 49 項本⽂に定め
る「GHG プロトコル（2004 年）」に従って温室効果ガス排出を測定するにあたって、温
対法における SHK 制度の定める⽅法により測定した温室効果ガス排出を基礎として調整計
算を⾏う場合があるが、そのような場合には本公開草案は適⽤しないことを提案している
(本公開草案第 3 項)。本公開草案は「気候基準」第 49 項ただし書きに従って「GHG プロ
トコル（2024 年）」とは異なる⽅法を⽤いる場合を前提としているためである。 

(2) ⽤語の定義 

 本公開草案において定義している⽤語のうち、次の 2 つは、温対法における SHK 制度の
定めにより定義することを提案している(本公開草案第 4 項)。 

 「温対法における SHK 制度に基づく直接排出」 

 「温対法における SHK 制度に基づく間接排出」 

温対法における SHK 制度の 2024 年度改正により、スコープ 1 温室効果ガス排出及びス
コープ 2 温室効果ガス排出の区分開⽰ができるように、基礎排出量について、直接排出及
び間接排出を区分した報告になったことに加えて（本公開草案 BC8 項）、間接排出につい
て、⾮化⽯証書やグリーン電⼒・熱証書、さらには再⽣可能エネルギー電⼒・熱由来の J-
クレジットを反映するなど、「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準によるス
コープ 2 温室効果ガス排出の測定⽅法に近似する形で整合が図られていることを考慮して
いる（本公開草案 BC9 項）。 

(3) 温室効果ガス排出の測定及び開⽰ 

本公開草案は、「気候基準」第 49 項ただし書きに従って、企業の全部⼜は⼀部について、
温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス排出を⽤いて測
定を⾏う場合、当該企業の全部⼜は⼀部に係る温室効果ガス排出について、「気候基準」

20X620X5
4-61-310-127-94-61-3

温対法
HFC, PFC, SF6, NF3

CO2, CH4, N2O

サステナビリティ関連財務開⽰

算定期間 (20X6年報告⽤)

合理的な⽅法により
期間調整を⾏う 期間調整後

報告期間 (20X5年度)

算定期間 (20X6年報告⽤)
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第 47 項、第 53 項及び第 54 項に従い、次のように開⽰しなければならないことを提案して
いる（本公開草案第 7 項）（[図表 4]）。 

(1) 温対法における SHK 制度に基づく直接排出をもって、スコープ 1 温室効果ガス排出を
測定し開⽰する。 

(2) 温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもって、マーケット基準によるスコープ
2 温室効果ガス排出を測定し開⽰する。 

(3) 温対法における SHK 制度に基づく間接排出に係る活動量に、環境⼤⾂及び経済産業⼤
⾂が公表する平均的な排出係数を乗じる⽅法により算定した温室効果ガス排出をもっ
て、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出を測定し開⽰する。 

温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス排出と「気候
基準」第 49 項ただし書きを適⽤する場合の温室効果ガス排出との関係は、図表 5 のとおり
である。 

[図表 5] 温対法における SHK 制度と「気候基準」との関係 

 
 

基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として⽤いるのか 

「気候基準」は、温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果
ガス排出を⽤いる場合、温室効果ガス排出の測定及び開⽰にあたり、基礎排出量と調整後
排出量のいずれを基礎として⽤いるかを明らかにしていない。 

前述のとおり、温対法における SHK 制度の 2024 年度改正により、基礎排出量について
は、直接排出及び間接排出を区分して報告することが要求されることとなり、これにより
スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出の区分開⽰ができるように
なった。また、間接排出は、⾮化⽯証書等を反映するなど、「GHG プロトコル（2004

スコープ２ ロケーション基準

基礎排出量

調整後排出量

直接排出

間接排出

スコープ１

気候基準第49項ただし書きを適⽤する場合温対法におけるSHK制度

本公開草案
第7項(2)

本公開草案
第7項(1)

スコープ２ マーケット基準

本公開草案
第7項(3)

間接排出と同じ活動量×
平均的な排出係数
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年）」のマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の測定⽅法に近似する形で整
合が図られている。 

これに対して、調整後排出量については、直接排出及び間接排出を区分して報告するこ
とが要求されておらず、また「GHG プロトコル（2004 年）」のマーケット基準による温
室効果ガス排出の測定では考慮されないカーボン・クレジット等のオフセット項⽬が考慮
されており、2025 年度中に予定されている温対法の SHK 制度の改正において、森林吸収
量等の炭素蓄積変化量を任意で⽤いるなどオフセット項⽬が拡⼤することも想定されてい
る。 

このため、本公開草案では、基礎排出量の⽅が、調整後排出量よりも「GHG プロトコル
（2004 年）」における測定⽅法との親和性が⾼いと考えられるとしている（[図表 6]）。
⽐較可能性を確保する観点からは「GHG プロトコル(2004 年)」に近いものが望ましいと
考えられたことから、本公開草案では温室効果ガス排出の測定及び開⽰にあたり、基礎排
出量を基礎として⽤いることを提案している（本公開草案 BC14 項）。 

[図表 6] 基礎排出量及び調整後排出量の「GHG プロトコル（2004 年）」との親和性 

  

 
なお、本公開草案では、任意の参考情報として基礎排出量の開⽰とあわせて、調整後排

出量及び調整項⽬を開⽰することができるとしている（本公開草案 BC14 項）（図表 7）。 

  

現「基礎排出量」
（間接排出）

⇒マーケット基準に相当

2024年度改正前

旧「基礎排出量」（現
「未調整排出量」）

現「調整後排出量」
⇒オフセットを反映

現⾏

現「調整後排出量」
⇒オフセットを反映

2025年度改正予定
現「基礎排出量」
（間接排出）

⇒マーケット基準に相当

改正後「調整後排出量」
⇒森林吸収量等調整
により、オフセット拡⼤

多い 少ない

GHG排出量

GHGプロトコル
(2004)と

親和性が⾼い
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[図表 7] 基礎排出量から調整後排出量への調整表のイメージ（作成は任意） 

 

 
ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出 

（異なる⽅法を⽤いることを要求している場合に該当するか） 

「気候基準」第 49 項ただし書きは、法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、温室効果
ガス排出を測定するうえで異なる⽅法を要求していることを前提としている。温対法にお
ける SHK 制度では、マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出に相当する報告は
要求されているものの、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出に相当する
数値は、その報告が要求されていない。 

この点、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出は、測定が要求される、
温対法における SHK 制度に基づく間接排出に係る活動量に、環境⼤⾂及び経済産業⼤⾂が
公表する SHK 制度の「電気事業者別排出係数⼀覧」及び「熱供給事業者別排出係数⼀覧」
において記載される全国平均係数及び代替値等の平均的な排出係数を乗じて測定すること
が可能であり、このように測定されたロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排
出は、測定に使⽤する要素がいずれも温対法における SHK 制度の枠組みに含まれるもので
あると考えられることから、その測定値も当該枠組みに含まれるものであると考えられる
としている（本公開草案 BC16 項）。 

この測定⽅法による数値が温対法における SHK 制度において報告が要求されていないこ
とをもって、「気候基準」第 49 項ただし書きに定める異なる⽅法を⽤いることを要求して
いる場合に該当しないと解釈した場合、温対法における SHK 制度の対象となっている企業
であっても、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出については、「GHG プ
ロトコル（2004 年）」に従って測定しなければならなくなると考えられ、そのような企業
にとって⼤きな負担となる可能性があるとしている（本公開草案 BC17 項）。 

 

XXX基礎排出量（スコープ1温室効果ガス排出及びマーケット基準によるス
コープ2温室効果ガス排出の合計 ）
（調整項⽬ ）

△ XX調達した国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の無効化量

XX⾃ら創出した国内認証排出削減量の第三者への移転量

△ XX⾃ら創出した森林等炭素蓄積変化量に関する国内認証排出削減量の
無効化量

Xその他

XXX調整後排出量



国内基準開発  
  

11 

（マーケット基準と同じ活動量を⽤いて測定し開⽰する必要はあるか） 

「気候基準」第 53 項及び第 54 項は、企業の努⼒が反映されるマーケット基準の情報は
ロケーション基準の情報とあわせて開⽰すべき情報として位置づけている。温対法におけ
る SHK 制度の枠組みにおいてマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出と同じ活
動量を⽤いて測定されるロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出と、マーケ
ット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出とを⽐較可能なものとすることにより、主要
な利⽤者にとって有⽤な情報を提供することになると考えられるとしている（本公開草案
BC19 項）。 

このため、本公開草案では、温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定し報告す
る温室効果ガス排出を⽤いて、「気候基準」第 49 項ただし書きに定める「GHG プロトコ
ル(2004 年)」とは異なる測定⽅法とする場合、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効
果ガス排出とマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の両⽅を測定及び開⽰す
ることを提案している。この場合、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出
は、温対法における SHK 制度に基づく間接排出に係る活動量に、環境⼤⾂及び経済産業⼤
⾂が公表する平均的な排出係数を乗じる⽅法により測定することを提案している（本公開
草案第 7 項、BC20 項及び設例）（[図表 8]）。 

この点、明⽰的に報告が要求される、温対法における SHK 制度に基づく間接排出をもっ
て測定するマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出を開⽰することをせずに、
本公開草案に従い測定したロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出のみを開
⽰する場合、「気候基準」第 49 項ただし書きに定める「法域の当局⼜は企業が上場する取
引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる⽅法を⽤いることを要求している場合」
に該当するものとして扱う解釈に疑義が⽣じる可能性があることから、これを認めないこ
ととしている（本公開草案 BC22 項）。 
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[図表 8] 実務上の多様性と本公開草案の提案 

 

 
温室効果ガス排出に関する開⽰及び測定⽅法に関する開⽰ 

 前述のとおり、本公開草案では、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出
とマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の両⽅を測定及び開⽰することを提
案しており、温室効果ガス排出に関する開⽰の記載例は次のとおりである（[図表 9]）。 

なお、本公開草案では温対法における SHK 制度に基づく温室効果ガス排出量として、マ
ーケット基準によるスコープ２温室効果ガス排出の測定及び開⽰を求めている。この点、
GHG プロトコル（2004 年）や⽇本以外の法域において GHG プロトコル（2004 年）とは
異なる⽅法により測定する場合など、本公開草案の適⽤の範囲に含まれないスコープ 2 温
室効果ガス排出の開⽰については、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガスの排
出に加えて、「気候基準」第 54 項の適⽤にあたり、契約証書に関する情報⼜はマーケット
基準による温室効果ガス排出いずれかを開⽰することが考えられる。 

  

「GHGプロトコル（2004年）」
とは異なる⽅法により測定した

温室効果ガス排出量
合計

温対法におけるSHK制度に
基づく温室効果ガス排出量

ロケーション基準 XXX ー XXX

マーケット基準 XXX XXX XXX

「GHGプロトコル（2004年）」
とは異なる⽅法により測定した

温室効果ガス排出量
合計

温対法におけるSHK制度に
基づく温室効果ガス排出量

ロケーション基準 XXX XXX XXX

マーケット基準 XXX XXX XXX

「GHGプロトコル（2004年）」
とは異なる⽅法により測定した

温室効果ガス排出量
合計

温対法におけるSHK制度に
基づく温室効果ガス排出量

ロケーション基準 XXX ー XXX

マーケット基準 XXX ー XXX

当連結会計年度

「GHGプロトコル（2004年）」
により測定した

温室効果ガス排出量

スコープ2温室効果ガス排出

スコープ2温室効果ガス排出

当連結会計年度

「GHGプロトコル（2004年）」
により測定した

温室効果ガス排出量

当連結会計年度

「GHGプロトコル（2004年）」
により測定した

温室効果ガス排出量

スコープ2温室効果ガス排出

⾒解１

⾒解2

⾒解3

●○
○

○

○
○

○

●

●

●
●

●

〇︓GHGプロトコル（2004年）により測定 ●︓温対法におけるSHK制度により測定

※本公開草案の提案

① ②
③ ④

①+②
③+④

①+②
③ ④
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[図表 9] 温室効果ガス排出に関する開⽰の記載例 

 

 
また、「気候基準」第 63 項に従い、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排

出の測定⽅法及びマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出の測定⽅法のそれぞ
れについて、具体的に開⽰することになる（本公開草案 BC23 項及び設例）（[図表 10]）。 

[図表 10] 温室効果ガス排出の測定⽅法の開⽰の記載例 

 

 

(4) 適⽤時期等 

① 適⽤時期 

本公開草案は、適⽤時期に関して、2027 年 3 ⽉ 31 ⽇以後終了する年次報告期間に係る
気候関連開⽰から適⽤することを提案している（本公開草案第 10 項本⽂）。⾦融庁より

温室効果ガス排出に関する開⽰
（単位︓t-CO2e）

温対法にお
けるSHK制
度に基づく
温室効果ガ
ス排出量

○国○法に
基づく

温室効果ガ
ス排出量

XXX XXX XXX X,XXX

ロケーション基準 XXX XXX XXX X,XXX

マーケット基準 XXX XXX XXX X,XXX

XXX,XXX - XXX XXX,XXX

スコープ1温室効果ガス排出

スコープ2温室
効果ガス排出

スコープ3温室効果ガス排出

当連結会計年度

「GHGプロトコル
（2004年）」
により測定した

温室効果
ガス排出量

「GHGプロトコル（2004
年）」とは異なる⽅法

により測定した
温室効果ガス排出量

合計
基礎排出量

直接排出

間接排出

間接排出と同じ活動×
平均的な排出係数

温対法におけるSHK制度

温室効果ガス排出の測定⽅法
スコープ2温室効果ガス排出
　・ロケーション基準

　温対法におけるSHK制度の対象となっている当社グループ国内拠点は、温対法におけるSHK制度に基づ
き基礎排出量として測定された温室効果ガス排出のうち間接排出に係る活動量である当連結会計年度にお
ける電⼒消費量の合計に、当連結会計年度末において⼊⼿可能な環境⼤⾂及び経済産業⼤⾂が公表す
る「電気事業者別排出係数」における全国平均係数を乗じる⽅法により、⾒積りの⽅法に基づきロケーション
基準によるスコープ2温室効果ガス排出を測定している。

　・マーケット基準
　温対法におけるSHK制度の対象となっている当社グループ国内拠点は、当連結会計年度における電⼒契
約ごとの電⼒消費量に、当連結会計年度末において⼊⼿可能な環境⼤⾂及び経済産業⼤⾂が公表する
「電気事業者別排出係数」における電⼒契約ごとの排出係数を乗じることにより測定する温対法における
SHK制度に基づき基礎排出量として測定された温室効果ガス排出のうち間接排出をもって、⾒積りの⽅法
に基づきマーケット基準によるスコープ2温室効果ガス排出を測定している。
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2025 年 11 ⽉ 26 ⽇に公表された「企業内容等の開⽰に関する内閣府令の⼀部を改正する内
閣府令」（案）等において、SSBJ 基準の適⽤時期は、最も適⽤の早い時価総額 3 兆円以上
のプライム市場上場企業で 2027 年 3 ⽉期からと提案されていることを考慮していると考え
られる。 

 また、2027 年 3 ⽉ 31 ⽇より前に終了する年次報告期間に係る気候関連開⽰について適
⽤ができることとし、この選択を⾏う場合、その旨を開⽰しなければならないことを提案
している（本公開草案第 10 項ただし書き）。本公開草案をより早く適⽤することへの企業
のニーズがあると考えられたため、早期適⽤ができることとしている（本公開草案 BC25
項）（[図表 11]）。 

[図表 11] 決算期別の適⽤時期 

 

 
② 経過措置 

本公開草案を適⽤する最初の年次報告期間において、実務上不可能である場合を除き、
前報告期間に温対法における SHK 制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス排
出を⽤いて開⽰していた場合には、本公開草案を適⽤していたものとして、前報告期間に
開⽰した温室効果ガス排出の開⽰を更新しなければならないことを提案している。（本公
開草案第 11 項） 

企業は、前報告期間の報告数値の基礎である温対法における SHK 制度に基づき報告した
温室効果ガス排出の情報を有していると考えられ、本公開草案で定めるロケーション基準
の温室効果ガス排出はそれらの基礎を⽤いて容易に測定できることから、企業側の負担は
限定的であると考えられる。このため、前報告期間に開⽰した温室効果ガス排出の開⽰を
更新することとしている（本公開草案 BC26）。 

 

20272026
1-310-127-94-61-3

3⽉決算企業
における適⽤時期

早期適
⽤可能 適⽤開始

早期適⽤可能 適⽤
開始

12⽉決算企業
における適⽤時期

時価総額3兆円以上のプライム上場企業
2027年3⽉期からSSBJ基準の

適⽤開始(予定)
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IV. むすびに代えて 

本公開草案のコメント期限は 2026 年 3 ⽉ 25 ⽇である。SSBJ は、本公開草案に対して寄
せられたコメントを踏まえ再審議を⾏った後、実務対応基準を公表する予定である。 

以 上 


